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答申第６２号

（諮問第７７号・７８号）

答 申

第１ 審査会の結論

大分県知事（以下「実施機関」という。）が平成２４年７月２４日付けで行っ

た個人情報不開示決定処分は、妥当である。

また、実施機関が平成２４年７月２１日付けで行った個人情報一部開示決定処

分については、「６ 主治医の意見と助言」の部分は開示すべきである。

第２ 異議申立てに至る経緯

１ 個人情報の開示請求

異議申立人は、大分県個人情報保護条例（平成１３年大分県条例第４５号。以

下「条例」という。）第１３条第１項の規定により、平成２４年７月１０日付け

で、実施機関に対して、次を内容とする個人情報開示請求（以下「本件開示請求」

という。）を行った。

(1) ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○人事課人事

班が警察等から収集した私に関する情報（諮問第７７号）

(2) ○○○○○○○○○ ○○○○○ ○○○○○○が○○○○○○○○○へ出

張した復命書の私に関する情報（諮問第７８号）

２ 実施機関の決定等

実施機関は、本件開示請求に係る個人情報が記録された公文書を次のとおり特

定し、平成２４年７月２４日及び平成２４年７月２１日付けで不開示決定及び一

部開示決定を行い、異議申立人に通知した。

(1) 平成２４年７月２４日付け不開示決定（諮問第７７号）

① 対象公文書

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○警察署に対し、○○○○○○○○○○○聞き取り等

を行った記録

② 不開示理由

条例第１５条第７号ニに該当するため（当該文書には、あなたの懲戒処分

の可否等を検討するために警察署から収集した情報及びその際のやり取り等

が記載されており、これらを開示することにより、将来の同種の事務におい

て、関係機関が情報の提供をためらい必要な情報を得られなくなった場合、
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懲戒権者として適正な判断が行えなくなるなど、人事管理に係る事務に関し、

公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれがあるため）

(2) 平成２４年７月２１日付け一部開示決定（諮問第７８号）

① 対象公文書

○○○○○○○○○○○○○○○○が○○○○○○○○○○へ出張した際

の復命書におけるあなたの情報

② 一部を開示しない理由

条例第１５条第３号に該当するため（当該文書中には、あなたに関する評

価、指導及び診断に関する情報があり、これらを開示することにより、将来

の同種の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため）

３ 本件異議申立て

異議申立人は、平成２４年７月２４日付け不開示決定及び７月２１日付け一部

開示決定について、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定

により、平成２４年７月２５日付けで、実施機関に対して、それぞれ異議申立て

（以下「本件異議申立て」という。）を行った。

第３ 異議申立人の主張の要旨

１ 異議申立ての趣旨

実施機関の不開示決定及び一部開示決定を取り消し、請求に係る公文書を全面

的に開示することの決定を求める。

２ 異議申立ての理由

（略）

第４ 実施機関の主張の要旨

（略）

第５ 審査会の判断

１ 諮問事案の併合審議

本件諮問事案は、平成２４年７月２５日付けで異議申立人が実施機関に対して

行った異議申立てに係る諮問第７７号及び第７８号の２件の事案である。審査会

では、異議申立人が同一人であることから、審議を効率的に行うため、大分県情

報公開・個人情報保護審査会規則（昭和６３年大分県規則第４９号）第５条第１

項の規定により併合して審議することとした。

２ 本件対象公文書及び本件不開示個人情報について
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本件対象公文書のうち、「警察署訪問記録」は、実施機関の職員が○○○○○

○○○警察署を訪問し、○○○○○○○○○○○○○○○○○署員とのやり取り

等を記録したものであり、そのすべてが不開示とされている。

また、「所属長の旅行復命書」は、実施機関の職員が異議申立人の主治医と面

会し、異議申立人の試し出勤の経過及び審議会での面接の様子等（「５ 主治医

への報告事項」）を報告し、職場復帰に向けた職場の対応について意見と助言を

受けた内容（「６ 主治医の意見と助言」）が記載されており、異議申立人に対

する評価と医師の意見・助言に関する情報が不開示とされている。

３ 本件個人情報の不開示情報該当性の判断について

審査会は、本件対象公文書を見分し、異議申立人及び実施機関双方から提出さ

れた書類を踏まえて審議した結果、次のとおり判断した。

(1) 「警察署訪問記録」について

条例第１５条第７号は、開示しないことができる個人情報として「県の機関

等が行う事務又は事業に関する情報であって、開示することにより、次に掲げ

るおそれ（同号イないしホ）その他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は

事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」と規定し、さらに同号ニ

では「人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼす

おそれ」がある場合と規定している。「人事管理」とは、職員の採用、退職、

異動等をいい、これらの事務に関する情報を開示することにより、将来の同種

の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある場合を含むものである。

本件対象公文書に記載された情報は、○○○○○○○○○○○○○○○○○

人事管理上、実施機関が異議申立人に対する懲戒処分を検討するためには正確

かつ客観的な情報が必要であることから、○○○○○警察署を訪問し、○○○

○○○確認した内容を記録したものであり、条例第１５条第７号ニの「人事管

理に係る事務」に関する情報に該当する。そこで、不開示とされた情報が、条

例第１５条第７号ニの「開示することにより、人事管理に係る事務に関し、公

正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれがあるもの」に該当するか、次

のとおり検討した。

当該文書を見分したところ、○○○○○○○異議申立人等の○○○○○○○

についての今後の見通し等が記載されているが、警察署が実施機関の依頼に応

じ情報を提供したのは、実施機関が官公署であり、かつ、情報を外部に漏えい

するおそれがないものと判断したためと推察される。また、警察署は、こうし

た秘匿性の高い○○○○○○○○本人に開示されることを前提として、実施機

関に情報提供を行ったものではないと考えられる。

そのため、警察署員と実施機関職員とのやり取りや警察署から収集した情報

を開示することになれば、警察署は実施機関に対し、情報の提供をためらった
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り、提供の依頼に応じなくなることが予想され、警察署と実施機関との協力関

係を損なうおそれがある。

また、警察署から必要な情報が得られなければ、実施機関は、関係者への聴

取や関係機関からの情報収集を独自に行わなければならないが、捜査権限のな

い実施機関が事実関係の確認、認定等を行うことは実質困難であり、懲戒権者

としての適正な判断、処分が行えなくなるおそれがある。

したがって、本件不開示情報を開示することにより、人事管理上、将来の同

種の懲戒処分に関する事務の適正な遂行及び公正かつ円滑な人事の確保に支障

を及ぼすおそれがあるものと認められる。

(2) 「所属長の旅行復命書」について

条例第１５条第３号は、開示しないことができる個人情報として「個人の評

価、指導、診断、選考等に関する情報であって、開示することにより、当該評

価、指導、診断、選考等の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」と規

定している。

「評価、指導、診断、選考等の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある」と

は、事務の性質上本人に開示することにより、事務の遂行が阻害されたり、事

務を実施する意味を失わせたり、関係者間の信頼関係を損なうおそれがあるこ

とをいい、将来の同種の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある場合を

含むものである。

本件対象公文書に記載された情報は、実施機関が人事管理のため、異議申立

人の試し出勤中の状況や審議会での様子を異議申立人の主治医に報告し、主治

医から意見や助言を受けた内容を記載したものであり、条例第１５条第３号の

「個人の評価、指導、診断等に関する情報」に該当する。そこで、不開示とさ

れた情報が、条例第１５条第３号の「開示することにより、当該評価、指導、

診断、選考等の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」に該当するか、

次のとおり検討した。

当該文書を見分したところ、「５ 主治医への報告事項」については、異議

申立人の試し出勤中の状況や指導方針、審議会での面接の様子や担当医師によ

る所見が記載されているが、こうした情報は本人の自己評価や認識と必ずしも

一致しない場合もあることが予想されるため、不開示部分を開示することとな

ると、本人から誤解や非難、反発等が生ずることを懸念し、関係者が本人に対

し、適切な評価や診断を行うことが困難となる可能性があり、人事管理上、適

正な事務の遂行に支障を及ぼすおそれがある。

一方、「６ 主治医の意見と助言」については、異議申立人に対する主治医

の医学的・専門的知見に基づく所見や職場での対応についての意見が記載され

ているが、異議申立人が別に開示請求した文書（「○○○○○○○○○○○」）

中で既に異議申立人に開示されている情報が、「６ 主治医の意見と助言」の
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一部に同じ表現で記載されていることが認められた。また、既に開示されてい

る情報と「６ 主治医の意見と助言」中の同一表現以外の情報は、同種の性質

の情報であるものと認められることから、「６ 主治医の意見と助言」につい

ては、異議申立人が既に了知している情報を含んでおり、全部を開示しても支

障はないものと考えられる。

したがって、「５ 主治医への報告事項」については開示することにより、

今後の職場復帰支援制度の運用や人事管理における個人の評価・指導・診断等

に関する事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるものと認められるが、

「６ 主治医の意見と助言」については開示すべきであると考える。

なお、異議申立人は、○○○○○○既に離職しているため、本件については

開示したとしても今後の同種の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれはない

旨主張しているが、前述の開示に伴うこのような「おそれ」は定型的に認めら

れるものであり、本人が既に退職している場合も同様であると考える。

４ 結論

以上のことから、諮問第７７号に係る実施機関の不開示決定は妥当である。ま

た、諮問第７８号に係る一部開示決定については、不開示個人情報の一部は開示

すべきであるが、その余の部分について不開示とした判断は妥当である。

よって、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。

第６ 審査会の処理経過

審査会の処理経過は、次のとおりである。

年 月 日 処 理 内 容

平成２４年 ８月 １日 諮 問（第７７号）

平成２４年 ８月 ３日 諮 問（第７８号）

平成２４年１１月２８日 事案審議 （平成２４年度第７回審査会）

平成２４年１１月２９日 諮問第７７号、第７８号の併合

平成２４年１２月１９日 インカメラ審査（平成２４年度第８回審査会）

平成２５年 １月３０日 インカメラ審査（平成２４年度第９回審査会）

平成２５年 ２月２７日 インカメラ審査（平成２４年度第10回審査会）

平成２５年 ３月２１日 答申決定 （平成２４年度第11回審査会）
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